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 (2) 連結財政状態  (3) 連結キャッシュ・フローの状況   

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）売上高 営業利益 経常利益 当期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％23年3月期 66,516 △6.4 △266 ― △76 ― △63 ―22年3月期 71,043 △10.8 △75 ― 117 △19.5 118 ―（注）包括利益 23年3月期 △496百万円 （―％） 22年3月期 431百万円 （―％）1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益 自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率円 銭 円 銭 ％ ％ ％23年3月期 △9.58 ― △0.6 △0.5 △0.422年3月期 17.99 ― 1.2 0.7 △0.1（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産百万円 百万円 ％ 円 銭23年3月期 16,048 10,161 61.3 1,490.0722年3月期 17,230 10,761 60.6 1,580.15（参考） 自己資本   23年3月期  9,843百万円 22年3月期  10,440百万円営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高百万円 百万円 百万円 百万円23年3月期 250 △217 △205 2,79722年3月期 792 16 △365 2,9692.  配当の状況 
 年間配当金 配当金総額（合計） 配当性向（連結） 純資産配当率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％22年3月期 ― ― ― 15.00 15.00 99 83.4 1.023年3月期 ― ― ― 15.00 15.00 99 ― 1.024年3月期(予想) ― ― ― 15.00 15.00 76.23.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） （％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭第2四半期(累計) 32,000 △1.3 △90 ― 10 ― 20 ― 3.03通期 67,000 0.7 50 ― 200 ― 130 ― 19.68



4.  その他 (1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  (2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 （注）詳細は、添付資料14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 (3) 発行済株式数（普通株式） （注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料17ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 
新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有② ①以外の変更  ： 無① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 7,261,706 株 22年3月期 7,261,706 株② 期末自己株式数 23年3月期 655,749 株 22年3月期 654,432 株③ 期中平均株式数 23年3月期 6,606,820 株 22年3月期 6,610,025 株（参考）個別業績の概要 1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 (2) 個別財政状態   

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）売上高 営業利益 経常利益 当期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％23年3月期 41,271 △4.5 △69 ― 128 △25.5 △148 ―22年3月期 43,237 △9.3 △9 ― 172 48.4 90 112.51株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益円 銭 円 銭23年3月期 △22.47 ―22年3月期 13.76 ―総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産百万円 百万円 ％ 円 銭23年3月期 13,309 9,312 70.0 1,409.6422年3月期 14,193 9,993 70.4 1,512.54（参考） 自己資本 23年3月期  9,312百万円 22年3月期  9,993百万円2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） （％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は実施中であります。 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 以上の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭第2四半期(累計) 20,000 △0.1 60 59.4 50 △55.7 7.57通期 41,000 △0.7 170 32.6 110 ― 16.65
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や中国・インドなどのアジア新興国の経済の成長に伴う輸出の回復等

により、一部には改善の兆しが見られたものの、国内では長引くデフレにより失業率が高水準にあるなど依然として厳しい雇用

情勢及び所得環境への不安から、消費者の生活防衛意識は根強く、内需の要となります個人消費は、総じて低調に推移しました。 

加えて本年３月 11 日に発生いたしました東日本大震災は多大の被害を東北・関東沿岸地域に与え、今後の景気動向をより不透

明にすることとなりました。 
当社グループの中核事業であります水産物卸売事業におきましても、消費者の低価格志向がますます強まり、量販店などの価

格競争が激化する中で販売価格は下落し、それに加え異常気象と地球温暖化の影響によるサンマやカツオの漁況異変により、業

績は低調のまま推移いたしました。 

このような状況の下、当社グループは、中期経営計画３ヵ年の最終年度として、時代の変化に即応した水産物流通の担い手に

変革すべく邁進してまいりましたが、取り巻く環境の変化が大きく、一部でその成果が出たものの、次の中期経営計画へ課題を

残す結果にいたりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は66,516百万円と前連結会計年度に比べ4,526百万円（△6.4％）の減収となり、売上総利

益の改善と経費節減に努めたましたが、売上高の減少に伴う売上総利益の減少をカバーしきれず、営業損失は266 百万円（前連結

会計年度営業損失75百万円）、経常損失は76百万円（前連結会計年度経常利益117 百万円）、当期純損失は63百万円（前連結

会計年度当期純利益118百万円）とそれぞれ減益となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、売上高については、セグメント間取引の相殺消去後の数値であり、営業利益については、セグメント間取引の相殺消去前

の数値であります。  

水産物卸売事業 

 売上高は55,704百万円と前連結会計年度に比べ2,396百万円（△4.1％）の減収となり、営業損失は103百万円と前連結会計年

度に比べ90百万円（前連結会計年度営業損失 12百万円）の減益となりました。  

水産物販売事業  

 売上高は10,555 百万円と前連結会計年度に比べ2,093 百万円（△16.6％）の減収となり、営業損失は212 百万円と前連結会計

年度に比べ99百万円（前連結会計年度営業損失113百万円）の減益となりました。  

不動産等賃貸事業 

 売上高は 16 百万円と前連結会計年度に比べ１百万円（△7.7％）の減収となりましたが、営業利益は 42 百万円と前連結会計年

度に比べ１百万円（4.8％）の増益となりました。 

運送事業 

 売上高は 240 百万円と前連結会計年度に比べ 35 百万円（△12.9％）の減収となり、営業利益は６百万円と前連結会計年度に比

べ２百万円（△28.7％）の減益となりました。 

 

 次期の見通しにつきましては、東日本大震災の影響により、国内における企業業績の回復は期待できず、雇用不安も解消されな

いまま推移することが予想されるため、個人消費は依然低迷が続くと思われます。 

 水産業界は、食料品への品質管理が求められる一方、原発問題に伴う風評被害及び国内における漁獲量の減少により、依然とし

て水産物消費の不振が続くことが予想されます。 

 このような状況の下、当社グループは安定した集荷力を生かし、基本理念である食の安心・安全への取り組みと消費者の食品に

対するニーズの多様化に対応すべく、顧客視点に立った企画提案型営業活動を推進し、グループ会社との連携による新規取引先の

開拓に努めてまいる所存であります。 

 業績につきましては、連結売上高67,000百万円、連結営業利益50百万円、連結経常利益200百万円、連結当期純利益130百万

円を見込んでおります。 
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セグメントの業績見通しは、次のとおりであります。 

 なお、売上高については、セグメント間取引の相殺消去後の数値であり、営業利益については、セグメント間取引の相殺消去前

の数値であります。 

水産物卸売事業 

 売上高は55,740百万円、営業損失は10百万円を見込んでおります。 

水産物販売事業 

 売上高は11,000百万円、営業利益は30百万円を見込んでおります。 

不動産等賃貸事業 

 売上高は20百万円、営業利益は20百万円を見込んでおります。  

運送事業 

 売上高は240百万円、営業利益は10百万円を見込んでおります。  

 

（２）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末における総資産は16,048 百万円（前連結会計年度末は17,230 百万円）となり、1,181 百万円減少しました。

受取手形及び売掛金の減少541百万円、投資有価証券の時価評価等による減少385百万円及び破産更生債権等の減少235百万円が

大きな要因であります。 

 負債は、5,886 百万円（前連結会計年度末は 6,468 百万円）となり、581 百万円減少いたしました。支払手形及び買掛金の減少

470百万円が大きな要因であります。 

 純資産は、10,161 百万円（前連結会計年度末は 10,761 百万円）となり、600 百万円減少いたしました。その他有価証券評価差

額金の減少434百万円及び利益剰余金の減少162百万円が大きな要因であります。 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による獲得した資金250 百万円、投資活動

による使用した資金217百万円及び財務活動による使用した資金205百万円により、前連結会計年度末に比べ172百万円減少し、

当連結会計年度末には2,797百万円（前年同期比5.8％減）となりました。 

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は250百万円（前年同期比68.4％減）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益121

百万円及び利息及び配当金の受取額147百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 217 百万円（前連結会計年度獲得資金 16 百万円）となりました。これは主に、投資有価証券

の売却及び取得の純額による支出494百万円、有形・無形固定資産の売却及び取得の純額による収入274百万円によるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は 205 百万円（前年同期比 43.8％減）となりました。これは主に、リース債務の返済による支

出104百万円、配当金の支払額99百万円によるものであります。 

 

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率(％) 54.7 58.0 58.9 60.6 61.3 

時価ベースの自己資本

比率(％) 
22.4 17.1 16.4 15.1 16.5 

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率(％) 
0.5 － 0.2 0.1 0.2 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ(％) 
160.0 － 228.0 405.7 104.6 

（計算式） 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 

（注１） いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２） 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３） キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４） 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけております。 

配当金につきましては、株主各位への利益還元の重要な手段であるとの認識に基づく安定配当の継続、更には業績に応じ積極的

な還元を基本方針としております。 

 なお、内部留保資金につきましては、将来の事業拡張等を目的とする設備投資に充当し、経営基盤の強化に有効活用していく所

存であります。 

 また、当期の配当につきましては、１株当たり15円を予定しております。また、次期の配当につきましても、１株当たり15円

を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における「事業等のリスク」から新たなリスクが顕在化していないため開示

を省略しております。 

 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から重要な

変更がないため開示を省略しております。 

 

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、水産物流通サービス業者として、安心・安全で良質な商品と心に感じるサービスにより、お客様満足を追求す

ると共に、豊かな食生活に貢献し、更には人を大切にする経営によって、質の高い企業活動を目指します。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社は、株主への長期的利益還元を重要な課題のひとつと考え経営を行なっており、そのために、企業価値の向上を目指した成

長投資を実施すると共に、１株当たり当期純利益（EPS）を高めることを経営の目標指標としております。その実現に向けて、常

に売上高総利益率の向上による収益の改善を念頭に入れ活動しております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループの中核事業が位置する水産物流通業界におきましては、規制緩和の進展やお客様ニーズの多様化、ライフスタイル

の多様化、安心・安全への対応等、社会の変化に伴い流通も多様化することで、ますます競争が激化するものと思われます。この

ような変革の時代に即応すべく、企業変革の実現を目指す所存であります。 

当社の存在価値である企業理念は、次のとおりですが、これは当社グループにおける判断や意思決定、行動の基準となる考え方

を示したものであり、当社グループの全ての社員が、自分自身と企業理念とのつながり（ＲＥＬＡＴＩＯＮ）を見出し、行動を通

じて表現し存在価値を示すものです。 

 

当社グループのコーポレートスローガン（私たちの願い） 

「ＧＯＯＤ ＲＥＬＡＴＩＯＮ ＭＡＲＵＵＯ」～心に感じる満足を提供します 

当社グループの経営理念（私たちの価値） 

１．私たちは、水産物流通システム創造企業として、社会が求める豊かな食生活に貢献し続けます。 

２．私たちは、安全で良質な商品と、心に感じるサービスにより、お客様に満足を提供し続けます。 

３．私たちは、人を大切にする経営によって、質の高い企業活動を展開し、存在し続けます。 

当社グループのミッション（私たちの使命） 

豊かな食生活の責任を担います。 

当社グループのコンセプト（私たちの目標） 

１．Ｅｘｃｉｔｉｎｇ Ｃｏｍｐａｎｙ 

２．Ｏｎｌｙ－ｏｎｅ Ｃｏｍｐａｎｙ 

３．Ｇｏｏｄ Ｃｏｍｐａｎｙ 

 

この企業理念に基づいた上で、新たな革新を図るために、平成23年４月より３ヵ年の「中期経営計画～横浜丸魚グループＭＭ

プラン２ｎｄ Ｓｔａｇｅ」を策定し、この実現に向けて取り組んでまいります。 

この「中期経営計画」は、コーポレートスローガン「ＧＯＯＤ ＲＥＬＡＴＩＯＮ ＭＡＲＵＵＯ」～心に感じる満足を提供し

ます～にありますように、今後の当社グループの進むべき方向性を明示すると共に、株主様、顧客、荷主、地域社会をはじめとす

るステークホルダー全てに対し、今後の横浜丸魚グループの決意を表明するものであります。 
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中期経営計画を３年間で実現するための主要課題として、以下の８項目を掲げました。 

１．営業・マーケティングの積極的展開 

２．顧客ニーズに応えたこだわり商品の開発 

３．流通システムの基盤強化 

４．営業業務の再設計 

５．協力し合う、一体感のある組織づくり 

６．プロフェッショナル人財の育成 

７．将来の糧となる新規事業の開発 

８．ＣＳＲ活動の展開 

平成23年４月より、この８つの主要課題の具体的施策展開を行ってまいります。施策展開に当たっては、課題毎に実行体制を

整え、年度毎の進捗状況を把握しながら進めてまいります。一つずつ着実に実行し、結果を出すべく取り組んでまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の経済見通しにつきましては、東日本大震災の影響により非常に厳しい状況となることが予想されます。 
水産物卸売業界におきましても、雇用環境の悪化から個人消費は低迷したままであり、消費者の節約志向の強まりと低価格化の

進行により、引き続き厳しい状況で推移することが予想されます。 

このような状況の下で、当社グループは、平成23年度から平成25年度まで３ヵ年の中期経営計画「ＭＭプラン２nd Stage」

を策定し、周辺環境の見直しを図り、取り巻く環境の変化に対応し、営業損益の黒字転換に向けてグループの連携を強化し、総力

を挙げて業績の向上に努めてまいります。 

さらには基本理念であります、食の安心・安全への取組みのため、より厳しい品質管理を実行し顧客の満足度の向上に努めると

ともに、水産物流通システム創造企業として、社会が求める豊かな食生活に貢献しつづけてまいる所存であります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,976,812 2,804,182

受取手形及び売掛金 4,030,387 3,489,052

有価証券 － 50,120

商品及び製品 808,880 1,015,879

繰延税金資産 95,955 35,595

その他 170,093 180,011

貸倒引当金 △603,494 △543,044

流動資産合計 7,478,635 7,031,797

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,573,513 3,457,746

減価償却累計額 △2,256,486 △2,304,071

建物及び構築物（純額） 1,317,026 1,153,675

土地 787,530 771,215

リース資産 418,623 406,937

減価償却累計額 △194,683 △259,762

リース資産（純額） 223,940 147,175

その他 449,891 463,370

減価償却累計額 △302,749 △359,445

その他（純額） 147,141 103,925

有形固定資産合計 2,475,640 2,175,991

無形固定資産   

ソフトウエア 127,558 122,813

その他 10,800 10,857

無形固定資産合計 138,359 133,671

投資その他の資産   

投資有価証券 6,853,709 6,467,808

長期貸付金 13,235 14,169

破産更生債権等 896,484 661,336

繰延税金資産 91,016 86,486

その他 62,282 53,171

貸倒引当金 △779,060 △576,076

投資その他の資産合計 7,137,667 6,706,894

固定資産合計 9,751,666 9,016,557

資産合計 17,230,301 16,048,354
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,157,857 2,687,687

リース債務 102,063 81,248

未払法人税等 7,035 38,539

繰延税金負債 1 1

賞与引当金 86,011 83,144

海外事業損失引当金 103,700 103,700

その他 358,608 476,915

流動負債合計 3,815,278 3,471,236

固定負債   

リース債務 136,979 75,955

繰延税金負債 1,365,387 1,139,967

退職給付引当金 782,318 769,486

役員退職慰労引当金 130,125 160,815

資産除去債務 － 29,142

その他 238,358 240,258

固定負債合計 2,653,169 2,415,625

負債合計 6,468,447 5,886,861

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,541,860 1,541,860

資本剰余金 402,472 402,472

利益剰余金 6,440,678 6,278,295

自己株式 △366,061 △366,584

株主資本合計 8,018,949 7,856,043

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,421,526 1,987,285

その他の包括利益累計額合計 2,421,526 1,987,285

少数株主持分 321,377 318,164

純資産合計 10,761,854 10,161,493

負債純資産合計 17,230,301 16,048,354
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 71,043,588 66,516,669

売上原価 66,572,035 62,307,334

売上総利益 4,471,553 4,209,335

販売費及び一般管理費   

販売費 1,148,426 1,117,110

一般管理費 3,398,220 3,358,588

販売費及び一般管理費合計 4,546,646 4,475,699

営業損失（△） △75,093 △266,364

営業外収益   

受取利息 7,073 16,874

受取配当金 143,280 148,983

負ののれん償却額 1,060 －

その他 44,073 26,580

営業外収益合計 195,488 192,437

営業外費用   

支払利息 1,930 2,390

その他 476 83

営業外費用合計 2,407 2,473

経常利益又は経常損失（△） 117,986 △76,400

特別利益   

固定資産売却益 558 290,440

投資有価証券売却益 129,602 －

貸倒引当金戻入額 205,583 91,803

負ののれん発生益 － 1,042

その他 8,283 1,203

特別利益合計 344,027 384,489

特別損失   

固定資産売却損 － 55,174

固定資産除却損 746 3,332

減損損失 20,621 2,877

投資有価証券評価損 10,402 96,747

貸倒引当金繰入額 512 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,940

その他 8,931 4,160

特別損失合計 41,213 186,232

税金等調整前当期純利益 420,801 121,855

法人税、住民税及び事業税 10,877 33,910

過年度法人税等 － 13,900

法人税等調整額 220,634 136,658

法人税等合計 231,511 184,468

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △62,612

少数株主利益 70,400 661

当期純利益又は当期純損失（△） 118,888 △63,273
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △62,612

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △434,241

その他の包括利益合計 － △434,241

包括利益 － △496,853

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △497,515

少数株主に係る包括利益 － 661
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,541,860 1,541,860

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541,860 1,541,860

資本剰余金   

前期末残高 402,472 402,472

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 402,472 402,472

利益剰余金   

前期末残高 6,420,976 6,440,678

当期変動額   

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 118,888 △63,273

当期変動額合計 19,702 △162,382

当期末残高 6,440,678 6,278,295

自己株式   

前期末残高 △363,886 △366,061

当期変動額   

自己株式の取得 △2,174 △523

当期変動額合計 △2,174 △523

当期末残高 △366,061 △366,584

株主資本合計   

前期末残高 8,001,422 8,018,949

当期変動額   

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 118,888 △63,273

自己株式の取得 △2,174 △523

当期変動額合計 17,527 △162,906

当期末残高 8,018,949 7,856,043

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,179,616 2,421,526

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 241,910 △434,241

当期変動額合計 241,910 △434,241

当期末残高 2,421,526 1,987,285
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 261,367 321,377

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60,009 △3,213

当期変動額合計 60,009 △3,213

当期末残高 321,377 318,164

純資産合計   

前期末残高 10,442,406 10,761,854

当期変動額   

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 118,888 △63,273

自己株式の取得 △2,174 △523

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 301,920 △437,454

当期変動額合計 319,447 △600,360

当期末残高 10,761,854 10,161,493
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 420,801 121,855

減価償却費 309,981 288,435

減損損失 20,621 2,877

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,940

負ののれん償却額 △1,060 －

負ののれん発生益 － △1,042

貸倒引当金の増減額（△は減少） △329,750 △263,433

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,568 △2,867

海外事業損失引当金の増減額（△は減少） △4,300 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △13,842 △12,832

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △28,415 30,690

受取利息及び受取配当金 △150,354 △165,857

支払利息 1,930 2,390

有形固定資産売却損益（△は益） △558 △235,266

有形固定資産除却損 746 3,152

投資有価証券売却損益（△は益） △129,602 －

投資有価証券評価損益（△は益） 10,402 96,747

売上債権の増減額（△は増加） 547,831 776,483

たな卸資産の増減額（△は増加） 292,441 △206,999

仕入債務の増減額（△は減少） △472,316 △470,169

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,554 △5,051

その他の流動資産の増減額（△は増加） 73,147 11,536

その他の流動負債の増減額（△は減少） 39,192 128,746

預り保証金の増減額（△は減少） 109,660 1,899

小計 677,434 125,235

利息及び配当金の受取額 135,942 147,830

利息の支払額 △1,953 △2,390

法人税等の支払額 △19,045 △20,530

営業活動によるキャッシュ・フロー 792,377 250,145

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － △2

有価証券の償還による収入 9,960 －

有形固定資産の取得による支出 △117,330 △34,782

有形固定資産の売却による収入 2,872 339,683

無形固定資産の取得による支出 △127,907 △30,708

投資有価証券の取得による支出 △61,763 △1,265,049

投資有価証券の売却による収入 190,565 5,568

投資有価証券の償還による収入 － 765,000

貸付けによる支出 △11,280 △8,900

貸付金の回収による収入 107,522 7,816

その他の支出 △2,919 △3,819

その他の収入 26,494 7,736

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,212 △217,457
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △70,000 －

リース債務の返済による支出 △129,814 △104,480

長期借入金の返済による支出 △63,110 －

自己株式の取得による支出 △2,174 △523

配当金の支払額 △99,344 △99,588

少数株主への配当金の支払額 △726 △726

財務活動によるキャッシュ・フロー △365,169 △205,318

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 443,420 △172,631

現金及び現金同等物の期首残高 2,526,383 2,969,803

現金及び現金同等物の期末残高 2,969,803 2,797,172
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 （５）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

 （６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

      連結子会社の数 ４社 

      主な連結子会社の名称 

       川崎丸魚㈱、㈱ハンスイ、館山丸魚㈱、㈱横浜魚市場運送 

       なお、前連結会計年度において連結子会社でありました㈱トウメイフーズについては、平成22年４月１日付で連結子会

社である㈱ハンスイに吸収合併したため、連結の範囲から除いております。 

 

なお、上記の連結の範囲に関する事項以外は、最近の有価証券報告書（平成 22 年６月 29 日提出）における記載から重要な変

更がないため開示を省略しております。 

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

１．資産除去債務に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18 号 平成20 年３月31 日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ１百万円増加し、税金等調整前当期純利益は21百万円減少しております。 

 

２．企業結合に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業

会計基準第 23 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 20 年 12 月 26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

 

（８）表示方法の変更 

（連結損益計算書） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を

適用し、「少数株主損益調整前当期純損失」の科目で表示しております。 

 

（９）追加情報 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25 号 平成22 年６月30 日）を適用してお

ります。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、「評価・換

算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 
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（10）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日） 

  １．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

     親会社株主に係る包括利益       360百万円 

     少数株主に係る包括利益          70百万円 

            計           431百万円 

２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

     その他有価証券評価差額金       241百万円 

            計           241百万円 

 

（開示の省略） 

 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ･フロー計算書に関する注記事項等について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（セグメント情報等） 

(ａ)事業の種類別セグメント情報                                   （単位：百万円） 

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

水 産 物

卸売事業

水 産 物

販売事業

不動産等

賃貸事業
運送事業 計 

消去又は 

全 社 
連 結

Ⅰ売上高及び営業損益   

売上高   

(１)外部顧客に対する売上高 58,100 12,649 17 275 71,043 － 71,043

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 3,617 94 90 214 4,017 （4,017） －

計 61,718 12,743 108 490 75,060 （4,017） 71,043

営業費用 61,730 12,857 67 481 75,136 （4,018） 71,118

営業利益又は営業損失（△） △12 △113 40 9 △75 0 △75

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

資   産 9,289 2,472 1,139 251 13,152 4,078 17,230

減価償却費 138 97 46 8 291 18 309

資本的支出 105 5 3 2 117 － 117

 (注）1.事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2.各区分の事業の内容 

 (1)水産物卸売事業………中央卸売市場及び地方卸売市場における販売事業 

 (2)水産物販売事業………中央卸売市場以外における販売事業 

 (3)不動産等賃貸事業………流通センター等の賃貸事業 

 (4)運 送 事 業………水産物運送等の事業 

3.前連結会計年度における営業費用は全て各セグメントに配賦しております。 

4.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社における余資運用資金（現預金及び有価証券）、

長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

5. 事業区分の表示方法の変更 

従来、運送事業は、その他の事業として区分表示しておりましたが、第３四半期連結会計期間において、運送事業の営業

利益の絶対値が営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の絶対値の10％以上であったため、第３四半期連結会

計期間より「運送事業」として区分表示することに変更いたしました。 

 

 (ｂ)所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在しないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

 

 (ｃ)海外売上高 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社グループは、海外売上高がないため、記載しておりません。 
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(ｄ) セグメント情報 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の

決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、中央卸売市場における水産物卸売事業を中核事業とし、量販店及び外食産業等への水産物販売事業、流通セン

ター等の不動産等賃貸事業、更に運送事業について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、水産物卸売業を基礎とした流通・サービス別のセグメントから構成されており「水産物卸売事

業」、「水産物販売事業」、「不動産等賃貸事業」及び「運送事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「水産物卸売事業」は、中央卸売市場及び地方卸売市場において、水産物の卸売を行っております。「水産物販売事業」

は、中央卸売市場等から仕入れた水産物を、量販店及び外食産業等へ販売を行っております。「不動産等賃貸事業」は、流

通センター等の賃貸を行っております。「運送事業」は、水産物の運送等を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債その他項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表作成の会計処理の方法と概ね同一であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債その他項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年3月31日）                     （単位：百万円） 

 

 

 

報告セグメント 

調整額 

（注１） 

連結 

財務諸表 

計上額 

（注２） 

水産物 

卸売事業 

水産物 

販売事業

不動産等

賃貸事業
運送事業 計 

売上高   

(1)外部顧客への売上高 58,100 12,649 17 275 71,043 － 71,043

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高  
3,617 94 90 214 4,017 △4,017 －

計 61,718 12,743 108 490 75,060 △4,017 71,043

セグメント利益又は損失

（△） 
△12 △113 40 9 △75 0 △75

セグメント資産 9,289 2,472 1,139 251 13,152 4,078 17,230

セグメント負債 5,463 2,063 － 50 7,576 △1,147 6,429

その他の項目 

 減価償却費 138 97 46 8 291 18 309

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
221 9 3 10 245 － 245

（注）１．セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去０百万円及び棚卸資産の未実現利益０百万円であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日）                     （単位：百万円） 

 

 

 

報告セグメント 

調整額 

（注１） 

連結 

財務諸表 

計上額 

（注２） 

水産物 

卸売事業 

水産物 

販売事業

不動産等

賃貸事業
運送事業 計 

売上高        

(1)外部顧客への売上高 55,704 10,555 16 240 66,516 － 66,516 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高  
3,440 146 90 228 3,905 △3,905 － 

計 59,144 10,702 106 468 70,422 △3,905 66,516 

セグメント利益又は損失

（△） 
△103 △212 42 6 △266 0 △266 

セグメント資産 8,468 1,738 1,120 253 11,579 4,468 16,048 

セグメント負債 5,252 1,259 － 51 6,563 △676 5,886 

その他の項目 

 減価償却費 131 88 41 7 270 17 288 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
48 1 10 5 65 － 65 

（注）１．セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去０百万円及び棚卸資産の未実現利益△０百万円であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
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(ｅ) 関連情報 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日） 

  １．製品及びサービスごとの情報 

水産物卸売事業及び水産物販売事業の区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  ２．地域ごとの情報 

   (1)売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

     (2)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略し

ております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

該当事項はありません。 

 

(ｆ) 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日）                   （単位：百万円） 

 
水産物 

卸売事業 

水産物 

販売事業

不動産等

賃貸事業
運送事業 計 調整額 

連結財務諸表

計上額 

減損損失 － 2 － - 2 － 2 

  

(ｇ) 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日） 

  当連結会計年度において、子会社株式の追加取得により１百万円の負ののれん発生益を計上しております。 

 

（追加情報） 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年3月31日） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグ

メント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年３月 21 日）を適用しております。 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日） 

（至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日） 

（至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,580.15円 １株当たり純資産額 1,490.07円 

１株当たり当期純利益金額 17.99円 １株当たり当期純損失金額 9.58円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

（注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日） 

（至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日） 

（至 平成23年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 118 △63 

普通株主に帰属しない金額   （百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）     （百万円） 
118 △63 

普通株式の期中平均株式数   （株） 6,610,025 6,606,820 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

関連当事者情報、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記については、該当事項がなく、リース取引、税効果

会計、金融商品、有価証券、退職給付、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記については、決算短信における開

示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,904,246 1,952,937

受取手形 258,850 249,364

売掛金 2,085,998 1,762,617

商品及び製品 542,023 719,234

前払費用 10,654 7,202

繰延税金資産 81,424 25,208

株主、役員又は従業員に対する短期債権 3,866 2,736

短期貸付金 103,700 103,700

その他 50,533 46,871

貸倒引当金 △419,379 △376,950

流動資産合計 4,621,918 4,492,922

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,511,076 2,528,054

減価償却累計額 △1,736,530 △1,796,165

建物（純額） 774,545 731,888

構築物 79,828 79,828

減価償却累計額 △70,652 △71,957

構築物（純額） 9,175 7,870

機械及び装置 87,491 88,057

減価償却累計額 △77,737 △81,950

機械及び装置（純額） 9,753 6,107

車両運搬具 8,164 9,350

減価償却累計額 △4,082 △6,287

車両運搬具（純額） 4,082 3,062

工具、器具及び備品 126,890 138,271

減価償却累計額 △90,927 △105,515

工具、器具及び備品（純額） 35,963 32,756

土地 699,070 682,755

リース資産 146,008 121,037

減価償却累計額 △77,684 △84,513

リース資産（純額） 68,323 36,524

有形固定資産合計 1,600,914 1,500,965

無形固定資産   

ソフトウエア 98,818 98,959

電話加入権 2,214 2,214

公共施設利用権 14 7

無形固定資産合計 101,047 101,181
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 6,690,731 6,356,136

関係会社株式 663,448 665,498

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 8,249 9,790

関係会社長期貸付金 432,260 132,260

破産更生債権等 623,798 429,632

長期前払費用 2,537 4,066

差入保証有価証券 31,644 31,549

その他 13,319 12,169

貸倒引当金 △596,648 △426,951

投資その他の資産合計 7,869,341 7,214,150

固定資産合計 9,571,303 8,816,297

資産合計 14,193,222 13,309,220

負債の部   

流動負債   

受託販売未払金 168,917 142,197

買掛金 1,590,356 1,380,270

リース債務 34,985 27,561

未払金 151,071 382,617

未払法人税等 2,853 34,356

未払消費税等 2,146 －

未払費用 17,980 17,808

預り金 10,667 11,771

賞与引当金 47,587 44,800

海外事業損失引当金 103,700 103,700

その他 486 1,764

流動負債合計 2,130,751 2,146,846

固定負債   

リース債務 40,064 12,503

繰延税金負債 1,363,813 1,137,773

退職給付引当金 539,854 541,999

役員退職慰労引当金 50,540 64,880

資産除去債務 － 19,758

長期預り保証金 74,450 73,450

固定負債合計 2,068,722 1,850,364

負債合計 4,199,474 3,997,211

横浜丸魚㈱（8045）平成23年3月期決算短信

- 19 -



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,541,860 1,541,860

資本剰余金   

資本準備金 376,677 376,677

その他資本剰余金   

自己株式処分差益 25,794 25,794

資本剰余金合計 402,472 402,472

利益剰余金   

利益準備金 385,465 385,465

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 150,534 149,974

事業拡張積立金 100,000 100,000

事業再編積立金 50,000 50,000

施設整備積立金 260,000 260,000

別途積立金 4,682,000 4,832,000

繰越利益剰余金 368,330 △28,689

利益剰余金合計 5,996,330 5,748,749

自己株式 △366,061 △366,584

株主資本合計 7,574,601 7,326,496

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,419,146 1,985,511

評価・換算差額等合計 2,419,146 1,985,511

純資産合計 9,993,748 9,312,008

負債純資産合計 14,193,222 13,309,220
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

卸売事業売上高   

受託品売上高 14,127,326 12,822,878

買付品売上高 29,002,509 28,341,386

卸売事業売上高合計 43,129,836 41,164,265

付帯事業売上高 108,097 106,742

売上高合計 43,237,933 41,271,008

売上原価   

卸売事業売上原価   

受託品売上原価 13,350,441 12,117,722

買付品売上原価   

商品期首たな卸高 703,909 542,023

当期商品仕入高 27,351,081 27,066,399

合計 28,054,990 27,608,423

商品期末たな卸高 542,023 719,234

買付品売上原価合計 27,512,966 26,889,189

卸売事業売上原価合計 40,863,407 39,006,911

付帯事業売上原価 67,489 64,199

売上原価合計 40,930,897 39,071,111

売上総利益 2,307,036 2,199,896

販売費及び一般管理費   

売上高割市場使用料 107,824 102,910

出荷奨励金 55,823 45,799

完納奨励金 101,025 104,791

運賃及び荷造費 265,437 266,095

保管費 150,447 152,816

その他の業務費 18,618 22,775

役員報酬 75,098 72,320

従業員給料及び手当 785,102 732,249

賞与引当金繰入額 47,587 44,800

役員退職慰労引当金繰入額 13,140 14,340

退職給付引当金繰入額 38,137 38,457

福利厚生費 164,837 161,884

面積割市場使用料 60,106 59,924

旅費及び交通費 55,059 58,093

通信費 6,254 5,869

修繕費 8,460 11,415

事務用消耗品費 20,182 18,084

賃借料 74,860 89,386

租税公課 16,385 15,158

諸会費 6,648 6,406

水道光熱費 37,268 33,040

交際費 13,100 10,356

広告宣伝費 14,666 22,904

減価償却費 102,645 95,190

その他の経費 78,137 84,385

販売費及び一般管理費合計 2,316,856 2,269,455

営業損失（△） △9,820 △69,558
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 7,219 12,594

有価証券利息 329 6,041

受取配当金 161,197 166,900

雑収入 13,699 12,303

営業外収益合計 182,446 197,838

営業外費用   

支払利息 232 107

雑支出 309 5

営業外費用合計 542 112

経常利益 172,083 128,168

特別利益   

固定資産売却益 558 290,359

投資有価証券売却益 129,602 －

貸倒引当金戻入額 66,429 66,993

その他 4,300 －

特別利益合計 200,889 357,353

特別損失   

固定資産除却損 532 3,203

減損損失 20,621 －

投資有価証券評価損 10,402 96,747

債権放棄損 － 300,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,199

その他 450 2,436

特別損失合計 32,006 416,587

税引前当期純利益 340,966 68,933

法人税、住民税及び事業税 10,941 90,471

法人税等調整額 239,051 126,934

法人税等合計 249,993 217,406

当期純利益又は当期純損失（△） 90,973 △148,472
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,541,860 1,541,860

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541,860 1,541,860

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 376,677 376,677

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 376,677 376,677

その他資本剰余金   

前期末残高 25,794 25,794

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,794 25,794

資本剰余金合計   

前期末残高 402,472 402,472

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 402,472 402,472

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 385,465 385,465

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 385,465 385,465

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 246,146 150,534

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △95,611 △560

当期変動額合計 △95,611 △560

当期末残高 150,534 149,974

事業拡張積立金   

前期末残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

事業再編積立金   

前期末残高 50,000 50,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 50,000 50,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

施設整備積立金   

前期末残高 260,000 260,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 260,000 260,000

ＩＴシステム構築積立金   

前期末残高 90,000 －

当期変動額   

ＩＴシステム構築積立金の取崩 △90,000 －

当期変動額合計 △90,000 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 4,682,000 4,682,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 150,000

当期変動額合計 － 150,000

当期末残高 4,682,000 4,832,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 190,932 368,330

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 95,611 560

ＩＴシステム構築積立金の取崩 90,000 －

別途積立金の積立 － △150,000

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 90,973 △148,472

当期変動額合計 177,397 △397,020

当期末残高 368,330 △28,689

利益剰余金合計   

前期末残高 6,004,544 5,996,330

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 － －

ＩＴシステム構築積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 90,973 △148,472

当期変動額合計 △8,213 △247,581

当期末残高 5,996,330 5,748,749

自己株式   

前期末残高 △363,886 △366,061

当期変動額   

自己株式の取得 △2,174 △523

当期変動額合計 △2,174 △523

当期末残高 △366,061 △366,584

株主資本合計   

前期末残高 7,584,989 7,574,601
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当期変動額   

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 90,973 △148,472

自己株式の取得 △2,174 △523

当期変動額合計 △10,388 △248,104

当期末残高 7,574,601 7,326,496

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,177,283 2,419,146

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 241,863 △433,634

当期変動額合計 241,863 △433,634

当期末残高 2,419,146 1,985,511

純資産合計   

前期末残高 9,762,272 9,993,748

当期変動額   

剰余金の配当 △99,186 △99,109

当期純利益又は当期純損失（△） 90,973 △148,472

自己株式の取得 △2,174 △523

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 241,863 △433,634

当期変動額合計 231,475 △681,739

当期末残高 9,993,748 9,312,008
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（４）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

６．その他 

（１）役員の異動 

１．監査役人事異動 
①新任監査役候補（平成２３年６月２９日付） 

 
 平成２３年６月２９日開催予定の第７５回定時株主総会において決議されることを条件として、就任する予定であり

ます。 
 
新 役 職 名 氏     名 現 役 職 名 
監査役（非常勤） 後 藤 次 郎 社団法人横浜銀行協会専務理事 

 
なお、新任監査役（社外）の後藤次郎氏は、退任する監査役 森 信一氏の後任として本株主総会終結の時をもっ

て就任いたします。その任期は、法令及び定款の定めにより退任する同監査役の任期満了する時までとなります。 
また、後藤次郎氏は大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定です。 
さらに、後藤次郎氏は平成23年６月に社団法人横浜銀行協会の専務理事を退任し、株式会社横浜銀行の顧問に就任

する予定であります。 
 

②退任監査役（平成２３年６月２９日付） 
 

氏     名 現 役 職 名 
森  信 一 監査役（非常勤） 

 

なお、上記以外の役員の異動につきましては、平成23年３月３日に公表いたしました「人事異動に関するお知らせ」をご覧

ください。 

  

（２）その他 

    該当事項はありません。 
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